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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目: 
  2.5.1 断層モデルの構築 
 
(b) 担当者 
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(c) 業務の目的 
 サブテーマ 2 で得られる成果と日本海とその沿岸における既存の資料を総合させて、津

波及び強震動の予測に必要な断層の形状モデルを構築する。初年度に初期モデルを構築し、

調査の進展に従い逐次更新する。サブテーマ 3 の津波予測・強震動予測の結果と、サブサ

ブテーマ 2.1 の歴史地震・古津波調査の結果を総合に検討し、妥当な震源断層モデルを構

築する。 
 
(d) ８か年の年次実施計画 

1) 平成２５年度: 
 「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」プロジェクトで収集したデータを含め、石油

公団・産総研の反射法地震探査資料・海底地形データを含めて、海域の津波波源・震源断

層の主要断層線と傾斜を推定し、日本海とその沿岸域の断層の初期モデルを構築した。 
 

2) 平成２６年度: 
 平成 25 年度に実施した沿岸および海陸統合構造調査の成果を、日本海と沿岸域の断層

の初期モデルに反映させた。地震活動の情報（サブサブテーマ 2.5.2）、構成岩石モデル（サ

ブサブテーマ 2.5.3）の成果とともに、断層モデルを更新した。佐渡海峡〜富山トラフ、能
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登半島西方海域において、収集した沿岸反射法地震探査結果、飛騨山脈北縁から能登半島

北方海域の海陸統合構造調査に基づいて、波源断層および震源断層モデルを構築した。 
 

3) 平成２７年度: 
平成 26 年度に実施した沿岸および海陸統合構造調査の成果を、日本海と沿岸域の断層

の初期モデルに反映させた。地震活動の情報（サブサブテーマ 2.5.2）、構成岩石モデル（サ

ブサブテーマ 2.5.3）の成果とともに、断層モデルを更新した。 
 
4) 平成２８年度: 

 山口県〜九州北部沖から対馬に至る海域において、断層モデルを更新した。 
 

5) 平成２９年度: 
 島根県沿岸から対馬海盆南部、大和海盆において、構造調査データに基づいて断層モデ

ルを修正する。北陸沖から西南日本全域にかけての断層モデルをとりまとめる。 
 
 6) 平成３０年度: 
 北海道北部日本海域と沿岸において、断層モデルを修正する。 
 

7) 平成３１年度: 
 北海道南部沖日本海域と沿岸において、断層モデルを修正する。東北日本沖と東北日本

の沿岸域の断層モデルを修正し、日本海および沿岸域の波源・震源断層モデルを作成する。 
 

8) 平成３２年度: 
 他項目の検討結果を反映させ、日本海および沿岸域の波源・震源断層モデルを完成させ

る。 
 
(e) 平成２８年度業務目的 
 山口県〜九州北部沖から対馬に至る海域において、断層モデルを更新する。 
 
 
(2) 平成２８年度の成果 
(a) 業務の要約 
 山口県〜九州北部沖から対馬に至る海域において、断層モデルを更新した。 
 
(b) 業務の実施方法と成果 
 日本海には多数の活断層が存在し、津波の波源となっている。また、海陸境界部には活

断層が分布することが多く、震源断層のモデル化は重要な課題である。平成 25 年度には、

国土交通省・内閣府・文部科学省が事務局を務める「日本海における大規模地震に関する

調査検討会」（以下「日本海検討会」と呼ぶ。）と共同して、産業技術総合研究所および地

質調査所、石油公団、海洋研究開発機構のデータなどを基に、日本海全域についての矩形
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モデルを作成した 1)。この報告では、特に、地震発生層の深さは、地震波トモグラフィや

地質構造に基づく構成岩石の推定と、それらのレオロジー特性を基に推定した。また、地

震観測から推定されている応力状態をもとに、断層面のすべり角を求めた 2,3)。本プロジェ

クトでは、調査の伸展に併せて断層モデルを更新していくものとし、平成 28 年度には、平

成 27 年度にデータを取得した山口沖から九州北部沖までの海底活断層に対して総合的に

検討を加えた。 
 本プロジェクトで取得できた調査測線は、検討すべき断層群の広がりに対して不充分で

あり、とくに島根沖についてのデータが取得できなかったことから、既存の構造探査資料

を基に断層の連続性・形状の判断を行った。参照したデータは、石油公団が実施した基礎

物理探査と新日本石油開発（株）の資料群である。これらはいずれも時間断面であるため、

断層の傾斜については、深度変換断面に基づくものに比べて精度が低下する。また、測線

間隔が粗いため断層や地質構造の連続性に対しては、岡村・他（2014）4)・Okamura (2016) 

5) などの浅層高分解能・高密度測線のデータに比べると分解能が低下している。従って、

基本的には活断層の分布については、岡村・他（2014）4) の成果に従い、その深部形状に

ついては既存の調査結果を含む反射法地震探査資料で検討を加えた（図 1、2）。 
 地質構造の観点から、福井沖から鳥取沖の領域においては、いわゆる thick-skinned 
tectonics が卓越し日本海形成期の正断層が反転して形成された構造が基本的であり、堆積

層の基盤にいたる断層の形状が比較的単純な形状として判断できた 6)。これに対して、島

根沖の地質構造には、thin-skinned tectonics の変形様式が卓越している地域が認められ

る。thin-skinned tectonics とは、堆積層中で水平方向への移動が生じて、デタッチメント

と呼ばれる垂直方向に変形が連続しない構造が発生する。こうした変形が卓越する地域で

は、基盤岩中の断層の形状を、直接地表近傍の変形から推定することが難しくなる。図 4
に thin-skinned tectonics の例として新潟県の中越沖地震震源周辺の地質構造の解釈図を

示す 6)。この地域では七谷層や寺泊層などの間隙水圧の高い泥岩中で、水平方向に移動し

やすい変形が形成されている。島根沖の海域は、日本海形成運動終了後から後期中新世に

かけて強い水平短縮変形を被り、宍道褶曲帯と呼ばれる褶曲帯が形成された。この褶曲帯

の一部では thin-skinned tectonics が卓越し、浅層部の断層が直接、震源域の断層と連続

しない変形様式を示している。活断層と判断された断層周辺の地下構造を検討し、変形様

式がこうした thin-skinned tectonics が卓越していると判断された断層については、地質

構造から通常の断層と区別した。こうした断層については、矩形モデルを作成した場合で

もその信頼性が低下する。また、断層の地下深部への連続性が確認できない場合があり、

こうした断層については、矩形断層モデルの作成は困難であった。日本海検討会（2014）
1) では、東西走向の断層群については 60 度の傾斜を与えている。これは主として中新世

初期に形成された正断層が逆断層として再活動する事例など実際に判明している傾斜を基

に推定した他、60 度の傾斜角の断層では正断層・逆断層、または横ずれ断層として活動さ

せることが容易であり、かつ津波高も大きくなるということが背景にあった。本報告では、

判定がとくに困難と思われる thin-skinned tectonics が卓越する領域の基盤岩中の断層形

状については、不明とした。この判断は、災害想定を前提とした日本海検討会（2014）1) 

の取り扱いを否定するものではない。 
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図 1 北九州沖から島根沖の地震探査測線と活断層分布。 
 

青実線 : 平成 27 年に本プロジェクトで実施した反射法地震探査測線。赤実線 : 海底活

断層トレース。日本海検討会（2014）1)、岡村・他（2014）4)、Okamura（2016）5) に

よる。 
 

 
通常の断層の深部形状が地下深部まで追跡できると判断できた断層については矩形モ

デルとして表現した。矩形モデルの作成にあたって、地震発生層の深さについては、日本

海検討会（2014）1) と同様、レオロジー特性に基づく値 2) を参考にした。矩形モデルにつ

いては、地域名を 2 文字のアルファベットで表し、番号をつけた。表現した断層の矩形は、

地殻変動や津波波源を想定したもので、矩形断層の上端は、地震発生層の上端を意味する

ものではない。前述したような thin-skinned tectonics が卓越している場合は、断層名の

後に D という記号をつけて区別した。地質構造上で共通の特徴から連続した構造であり、

その中の一部で、最新期の堆積層に影響を与えている可能性のある断層については、構造

の連続性から断層長を判断した。 
 日本海検討会（2014）1) では、日本海全体に影響を与える最大規模の津波想定のための

波源断層を評価するために、同時に破壊すると考えられる長さ 40 km を越える断層帯を選
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定し、単純な矩形で表現している。とくに断層傾斜角については、地域ごとに断層の傾斜

は推定値として共通の値を想定しているが、ここでは可能な反射断面や周辺の地質構造に

基づいて想定した。本調査で作成した矩形モデルでは、陸上の活断層の断層モデルと同様

に、より細かな地質構造や断層の形状変化に対応した矩形モデルを作成した。したがって、

全般的には日本海研究会 1) が対象としなかった小規模な断層についても矩形として表現

した。最大クラス津波高の算定に特化したものではないため、日本海検討会（2014）1) の

モデルと比べ、断層の矩形の数が増大している。これは、断層の活動性・応力変化に伴う

断層の動きやすさの評価などについて検討するための基礎として、細かい形状変化に対応

させたことによる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 北九州沖から島根沖の断層矩形モデル。 
 

凡例 
太い赤実線 : 断層面の上端（図 2 参照）、断層面が垂直の場合は、赤実線で断層面を表現。

黒実線の矩形（内部を黄色で塗色）: 断層面の平面投影、黒色の文字 : 断層の記号、青色

実線 : 平成 27 年度本プロジェクト構造探査重合測線、矩形内の数値 : 断層の傾斜（単位

は度）。赤紫色実線 : 断層傾斜が不明な断層。本文参照。 
 
  



 

 205 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 山口-北九州沿岸測位置図。測線脇の番号は CDP 番号。国土交通省行政区域デー

タ・海上保安庁水深線データを使用。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 Thin-skinned tectonics による変形の例（新潟、西山丘陵を横断する深部反射法地震

探査断面とその地質学的解釈）7)。 
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1) 福江沖の断層（FK01・FK02） 
FK01 : 海底地形において、北東-南西走向の北西側隆起の海底地形を示し、横断する平成

27 年度の YK-1 測線 8)（図 3）において、浅層部に地層の変位が認められることから活断

層と判断した（図 5）。断層の傾斜は 60 度（図 6）、長さは海底地形による。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 YK-1 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 FK01。矢印は断

層の位置。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 YK-1 測線（図 3）の深度変換断面(垂直誇張なし)8) における断層 FK01。赤波線は

断層（推定）。 
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FK02 : 平成 27 年度の YK-A 測線 8) （図 3）において CDP12400 に存在する断層（図 7、
8）と、周辺の資源探査測線の結果も含めて、走向と傾斜を判断した。資源探査測線が少な

く、断層長については精度が低い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 FK02。矢印は、

断層の位置。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面(垂直誇張なし)8) における断層 FK02。赤波線は

断層（推定）。 
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2) 対馬周辺の断層（TS01・TS02・TS03） 
TS01-TS02 : 断層 TS01 は、平成 27 年度の YK-A 測線 8) （図 3）において CDP9100 に

存在する断層であり（図 9、10）、新期の地層まで層厚変化をもたらしている（図 9 の

GS 部分）。東側隆起の断層でブーゲ異常から判断して、北北東に伸び対馬西側を通過す

る断層の延長部と見られる。周辺の資源探査測線の結果も含めて、走向と傾斜を判断し

た。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
                                          
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 TS01 と TS02。
赤波線は断層(推定)。GS : 成長層、黄緑実線 : D 層準。TS01、TS02 : 推定活断

層。 
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図 10 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面(垂直誇張なし)8) における断層 TS01 と

TS02。赤波線は断層（推定）。 
 

TS03 : 断層 TS03 は、いくつかの資源探査測線で浅部まで変位を与えており、活断層の可

能性が高いと判断した。YK-3 測線（図 3）では南東側の急傾斜から北西側の緩傾斜の領域

に断層を推定した（図 11）。南東側隆起の逆断層である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 YK-3 測線（図 3）の深度変換断面(垂直誇張なし)8) における断層 TS03。赤波線は

断層（推定）。 
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3) 北九州沖の断層（FO01-08） 
FO01・FO02 : NNW-SSE 方向の走向を示す断層で、資源探査資料でもほぼ垂直の断層と

して認識できる。 
 

西山断層帯(FO03、FO05) 
F03 については、平成 27 年測線 YK-A（図 3）において、変位量は小さいが岡村・他（2014）
4) の指摘する断層の北北西延長に断層が分布するため（図 12）、従来の指摘より断層長を

延長させた。断層の傾斜はほぼ垂直である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面における断層 FO038)。矢印は、活断層の位

置、断層 FO03 の北端部に相当。赤波線は断層（推定）。 
 
FO05 : 岡村・他（2014）4) では雁行する断層トレースからなる断層帯として表記されて

いる。交差する複数の資源探査測線で確認でき、ほぼ垂直の傾斜を示す。 
 
FO04 : 北東-南西走向の東傾斜の逆断層で（図 13、14）、平成 27 年測線 YK-A（図 3）の

他、複数の資源探査測線でも確認でき、断層長については良好に把握可能である。 
 



 

 211 

FO06、FO07、FO08、FO09 : FO06 のトレースは、福岡県西方沖の断層（地震調査委員

会、2007）9) に相当する。資源関係の資料は得られていない。FO07 については、資源関

係の反射断面資料はないが、福岡県西方沖地震の断層と類似の走向を示すことから、ほぼ

垂直の傾斜を有するものと推定した。 

 
図 13 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 FO04。矢印

は、FO04 断層の位置。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 14 YK-A 測線（図 3）の深度変換断面(垂直誇張なし)8) における断層 FO04。赤波線

は断層（推定）。 
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4) 山口沖の断層（YM01-18） 
 YM09・10・11・14・15 は、岡村・他（2014）4) の角島沖断層群に相当する。北北西-南
南東方向に伸びるほぼ垂直の傾斜を有する活断層群である。菊川断層の海域延長である

YM09 断層は、複数の資源関係断面や平成 27 年度の YK4 測線で明らかなように（図 15、
16、17）、ほぼ垂直な形状を示す。海底面近傍まで変位を与えており、活断層と判断され

る。図 15 に示す反射断面では断層は正断層的な変位を示す向かい合う断層が地下で収れ

んし、中央部で低下する花弁状構造を示すことから、横ずれ断層である可能性が高い。 

 

図 15 YK-4 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 YM14 と

YM11。矢印は、断層の位置を示す。 
 

 
図 16 YK-4 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 YM15。矢印

は、断層の位置を示す。地表近傍まで変位を与える断層は、YM15 の北東側にも存在

するが、水平方向の広がりが不明である。 
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図 17 YK-4 測線（図 3）の深度変換断面（縦横比 4:1）8) における断層 YM11・YM14・

YM15。 
 
 YM10、YM11、YM14、YM15 も NNW-SSE 方向の断層群であり、資源関係資料でもよ

く追跡される。断層の発達密度が高く、震源断層へのグルーピングについては今後の課題

である。 
 

YM06、YM07、YM08 : 岡村・他（2014）4) の見島断層群に相当する。これらの断層に

ついては、資源関係の反射法地震探査断面があり、複数の測線で確認できる。YM07 につ

いては、地表の断層近傍で凸型の変形示す高角の形状を示し、圧縮性の横ずれ断層と推定

される。YM08 については垂直な断面形を示し、地表近傍での分岐は少ない。 
YM16 は角島沖断層群と見島断層群の間に位置する、南北走向の断層で、複数の資源関

係の断面でほぼ垂直な断層として追跡される。 
YM01、YM02、YM03、YM04、YM05、YM12、YM13、YM17、YM18 : 岡村・他（2014）

4) の千里が瀬西部断層群に相当する。東北東-西南西方向の走向を有する断層群である。

YM01-05 については、宍道褶曲帯の褶曲形成期に活動した断層が再活動し、鮮新世以降の

地層に変位を与えているが、堆積層下の断層形状な点には不明な点が多く、断層モデルを

構築できるだけの資料が得られていない。 
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5) 島根沖の断層群 
SH01-14 : 岡村・他（2014）4) の出雲沖断層群に相当する。全体の走向はほぼ東西走向で

あり、西部の断層は東北東-西南西の走向となる。活断層の認定は、岡村・他（2014）4) に

従う。 
 島根沖の活断層の判定に当たっては、既存の資源探査資料と表層近傍の音波探査断面か

ら推定されている断層の形状が問題なく連続する場合については、傾斜の判断を行った。

ただし、活断層として報告されている断層の中には堆積層中で複雑な断層関連褶曲を構成

している二次的な断層の構造が抽出されていると判断されるものが存在する。こうした構

造の概念図を、図 18 に示す。基本的には日本海形成期の正断層群に規制されたハーフグ

ラーベン群がその後の短縮変形を被り、新第三系の堆積層中で断層関連褶曲が形成されて

いる。浅層部から新期の地層を変位させる断層と判断されるものの、より深部では傾斜が

反対方向に入れ替わる場合もあり、安定して深部形状が判断できない場合もある。また、

楔状の逆断層の二次的な断層が、活断層となっている場合もある。これらの複雑な断層系

の活動は後期中新世末期までには終了しているが、少数の断層は第四紀に再活動している

ものと推定される。このような堆積層の複雑な変形のため基盤岩中の震源断層の特定と形

状の推定は極めて困難であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 18 島根沖の地質構造概念図。 
 

6) 1872 年島根県浜田地震の推定震源断層 
1872 年に島根県浜田で発生した地震に対応する震源断層については、藤森・他（1990）

10) により、変動地形・リニアメントの他、地震後の地変についての報告 11, 12) などから総

合的に検討されている。また、谷岡・他（2004）13) は、浜田地震の前震についての断層モ

デルを推定しており、断層モデルの推定にあたっては、本震の断層についてもこの傾斜角

を用いた。長さについては、藤森・他（1990）10) が対応する可能性のあるとして指摘した

リニアメントの情報を参照した。 
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 7) 断層パラメータ 
 平成 28 年度には、平成 27 年度にデータを取得した山口沖から北九州沖海域までの活断

層に対して総合的に検討を加えた。断層を矩形モデルで近似し、それらの上端座標を読み

取り、推定した地震発生層中の傾斜と地震発生層の厚さをもとに、断層幅などを求めた。

地震発生層の厚さは、地震波トモグラフィや地質構造に基づく構成岩石の推定と、それら

のレオロジー特性を基に推定した 2)。また、地震観測から推定されている応力状態をもと

に、断層面のすべり角を求めた 3)。得られた結果を表 1 に示す。尚、複雑な断層関連褶曲

の結果、震源断層の形状の推定が困難な断層については、断層の傾斜の判断を行っていな

い。また、こうした断層については、その取り扱いには留意する必要がある。  
今回の解析結果は、本プロジェクトにおける調査結果に基づくものであり、今後の調査

研究によって変更される可能性もある。津波シミュレーション等に利用する際には、今回

の断層モデルは変更の可能性があることに留意が必要である。 
 

表 1 断層の矩形モデルのパラメータ 
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(c) 結論ならびに今後の課題 
 平成 27 年度の山口から北九州沖にいたる反射法地震探査結果と、既存の資料をもとに

同海域の波源矩形モデルを作成した。また、平成 28 年度に調査ができなかった島根沖の

断層モデルについても、既存の資料をもとに断層モデルの構築に努めた。ただし、とくに

山陰西部の沖合海域については、顕著な断層関連褶曲が発達し、堆積層中での複雑な変形

によって、地表近傍での地下の震源断層にいたる関連性の把握が困難な場合がある。地表

から地下深部への断層の連続が、明瞭ではないため断層モデルを提示できない断層群が残

った。こうした断層群については、問題点を把握し今後、充分な調査が必要である。 
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(3) 平成２９年度業務計画案 
 西南日本において取得した資料を既存資料も含めて統合し、日本海と沿岸域の断層モデ

ルを構築する。地震活動の情報（サブサブテーマ 2.5.2）、構成岩石モデル（サブサブテー

マ 2.5.3）の成果とともに、断層モデルを更新する。 


